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 5 ）「知財戦略『挑戦者』を支援、中小が勝てる、ビッグデータ活用促す」日本経済新聞、2015年12月 7
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11）公取委審決平成21年（判）第17号（平成24年 6 月12日）、審決集59巻 1 分冊59頁、公正取引委員会ホー
ムページ（http://snk.jftc.go.jp/JDS/data/pdf/H240612H21J01000017A/120612-21_17.pdf）
12）「審決取消等請求事件」東京高裁平成24年（行ケ）第 8号（平成25年11月 1 日東京高裁判決）、公正取
引委員会ホームページ（http://snk.jftc.go.jp/JDS/data/pdf/H251101H24G09000008_/131101.pdf）、「㈱イー
ライセンスによる審決取消等請求事件（JASRACに対する排除措置命令を取り消した事例）」第一東京





13）「『JASRACが参入妨害』、東京高裁、曲使用料徴収巡り 公取委審決取消／ JASRAC手法に警告音 曲使
用料徴収巡り『参入妨害』　敗訴の公取委も衝撃 自由化後も『独占』　原告側、法整備を提案」朝日新





































い放題 転機 JASRAC著作権契約 最高裁『参入妨げ』 公取委 独禁法違反再審理へ 利用に応じた仕組み




16）日本経済新聞前掲（15）、「 JASRAC契約に最高裁『参入妨げ』 音楽著作権料新協定へ動く 管理 3者と


















日の第19回審判（審査官最終意見陳述）後の、2016年 9 月 9 日に審判請求を取り下げて
JASRACに対する契約見直しや再発防止を求めた排除措置命令が確定することになった17）。な




















































































 3 ）本件行為は，一定の取引分野における競争を実質的に制限するものであるか。 
 4 ）本件行為は，公共の利益に反するものであるか。


















































































































27）「経済教室／ 第 4次産業革命の可能性（下）デジタル化で経済に恩恵 透明性と開放性、成否左右
　　S.ラスワーム 独プラットフォーム・インダストリー 4.0会長」日本経済新聞、2016年 9 月28日
28）「浅石道夫・JASRAC理事長に聞く 著作権の利便性向上へ　利用窓口一元化目指す／公取委との係争















































































































































36）「A nous, la Liberté! 自由をわれらに」のホームページ（http://www.kab.com/liberte/rondan.htm））において、
「音楽著作権の独占管理改めよ」と題し原稿全文が掲載されている。
37）「著作権委託契約、 1年に ネクストーン 楽曲使用料も見直し」日本経済新聞、2016年10月22日

















































作物等の利用について～」と題して平成24（2012）年 5月25日に第 1 版を作成し、以後平成25
（2013）年 3 月 8 日、平成26（2014）年 4 月 1日、平成26（2014）年 8 月27日と改定を重ね、



















































































 5 ）標準処理期間を約 3か月から約 2か月に短縮し、申請中利用を行えば、申請から約 1
～ 2週間で利用開始可能とする。




















を閲覧すること（著作権法施行令第 7条の 7第 1項 1号）
イ 著作権等管理事業者その他の広く権利者情報を保有していると認められる者として文化庁長官が

























































57）「権利者不明の著作者物 利用促進へ 手続き簡素に 文化庁 早期の法改正も視野」日本経済新聞、2016

































59）「著作権者等不明の場合の裁定制度 ～孤児作品は侵害しながら使う？ 使わない？ それとも...。」骨董通































































































当初放送（許諾あり、92条第 2項 2 号イ）、録音・録画（許諾あり、93条第 1項）、
番組の保存（許諾あり、 6カ月間の制限なし、93条第 1項）、リピート放送（92条
第 2項 2 号イ、94条第 1項）、部分使用・放送（91条第 2項、92条第 2項 2 号ロ）、






諾あり、 6カ月間の制限なし）、リピート放送（92条第 2項 2号イ）、部分使用・放







当初放送（92条第 2項 2号イ）、録音・録画（44条第 1項）、番組の保存（ 6カ月間
のみ可能、44条第 3項）、リピート放送（保存期間内のみ、92条第 2項 2 号イ）が
可能となる。
ロ）上記に加え録音・録画についても許諾
当初放送（92条第 2項 2号イ）、録音・録画（許諾あり、44条第 1項）、番組の保存
（許諾あり、6カ月間の制限なし、44条第 3項）、リピート放送（92条第 2項 2号イ）、
部分使用・放送（91条第 2項、92条第 2項 2 号ロ）、二次利用（91条第 2項、92条






6 カ月間の制限なし）、リピート放送（92条第 2項 2 号イ）、部分使用・放送（91条





当初放送（92条第 2項 2号イ）、録音・録画（44条第 1項）、番組の保存（ 6カ月間のみ










































73）「買ってよ TV番組 輸出最前線①／局超え一丸世界に逆襲」朝日新聞、2012年10月30日、「買ってよ 
TV番組 輸出最前線②／中韓攻勢 国挙げ発信」朝日新聞、2012年10月31日、「買ってよ TV番組 輸出最



































75）前掲（73）、「買ってよ TV番組 輸出最前線②／中韓攻勢 国挙げ発信」
76）前掲（73）、「買ってよ TV番組 輸出最前線①／局超え一丸世界に逆襲」






























78）「 資料 2－ 4   日本のコンテンツ海外展開の現状と課題（2015年版）」 青山学院大学総合文化政策学部内山
隆、 2016年 2 月 5 日（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kensho_hyoka_kikaku/2016/dai3/siryou2-4.
pdf）
79）「livedoorニュース BLOGOS／成長戦略としてのテレビ番組輸出 3倍増計画の心もとなさ」記事 大場
五郎、2013年 5 月20日(http://blogos.com/article/62665/)
80）アニメタイムズホームページ（http://animetimes.co.jp/）
81）「アニメ供給 13社連合 バンダイ系など出資 デジタル配給会社 100作品を用意」日本経済新聞、2015
年 3 月21日
82）「動画配信米ネットフリックス 日本初コンテンツ調達 今年秋に上陸 アニメなど照準」日本経済新聞、
2015年 2 月23日、「ネットフリックス 米動画配信大手上陸（下） 自由な視聴習慣じわり 有料市場 伸び
しろ大きく」日本経済新聞、2015年 8 月 8 日、「 動画配信駆ける（下） 新たな経済圏 広告2,000億円、
個人も商機」日本経済新聞、2016年 2 月10日
83）「出演者や楽曲…ネットで二次利用OK？ TV番組配信の壁に挑む 放送局 企画段階で許諾交渉 民放 5



















































































































































































101）民放連会員社は2016年 7 月 1 日現在、205社、ホームページは、　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　
（https://www.j-ba.or.jp/category/references/
jba101000）
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定制度の利用に必要な手順の一部を権利者団体が受託する仕組みの実証実験も2016年度内に始
めるとしている。
　この構想は、各権利者団体が権利者不明の著作物への対応を議論してきた勉強会が提案した
ものとのことであり、これを機に各権利者団体と使用料規程，業界の標準料金，使用料に関す
る業界の統計資料等について今後検討を行い、文化庁が主体となって二次利用の使用料、言い
換えれば補償金のガイドラインを作るべきである。そうすれば映像ビジネスの活性化や新規参
入事業者も増えてくるものと思われる。この場合公取委との調整も必要となる恐れがあるが、
それは並行して進めればよい。
　なお、「同報告」では次のような提案がなされている102）。
　「二次利用の全てを印税方式での分配とすることには、事務が煩雑になる恐れも指摘される。また、
…非主演級の俳優にとっては実績報酬とされることで現在の出演料が実質的に減少するリスクも想定
される。…この点、二次利用の実績が一定以上に達するまでは出演料のみとし、一定以上に達した場
合にのみ実演家への分配を行うというフランスやドイツにおける折衷的な実務は、二次利用料の分配
を導入した際に現在の出演料水準が影響を受けないように工夫した例として参考となろう。…」
　なお、映画の著作物の実演家については、映画制作への寄与度に応じて補償金の調整の問題
は出てくる。また、その寄与度（主役、準主役、脇役、その他大勢）といったところから、協
議が困難なことの疎明の程度に差を設けてもいいのではないかと思われる。
　なお、弁護士の福井健策は、「明確に二次利用を拒否する意思表示があった場合のみ、使わ
ないようにし、基本的には二次利用はOKとなるよう制度の整備を進めた方がいい。」との意見
を述べている103）。
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－　 －454
